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第２部 平成１８年度の佐世保市財政 

１ 佐世保市財政の状況 

(1) 決算規模 

 ・ 平成１８年度の普通会計の決算額は、第１表のとおり、歳入が２０億３，０２７万円増（２．０％

増）、歳出が２４億３，１８３万円増（２．５％増）となっており、歳入歳出ともに増となっ

ている。 

 ・ このような増の要因としては、合併特例債の活用による合併市町村振興基金積立金が、起債

額で２７億円、積立額で２８億円あり、大きな要因の一つとなっている。 

 

第１表 決算の概況 

（単位：千円、％） 

区 分 平成１８年度 平成１７年度 増減率 

歳 入 総 額 １０３,１０２,５４９ １０１,０７２,２７５ ２.０ 

歳 出 総 額 ９８,９９９,７２９ ９６,５６７,９０２ ２.５ 

歳入歳出差引額 ４,１０２,８２０ ４,５０４,３７３ △８.９ 

翌 年 度 に 
繰り越すべき財源 

１,０１５,４３９ ６３１,８９３ － 

実 質 収 支 ３,０８７,３８１ ３,８７２,４８０ － 

単 年 度 収 支 △７８５,０９９ １,１２７,３５７ － 

実質単年度収支 △１,３７４,２３７ １,０６１,９６７ － 

 
 

(2) 決算収支 

① 実質収支 

・ 実質収支の状況は、第１表のとおり、３０億８，７３８万円の黒字（前年度３８億７，２４８万

円）で、昭和３５年度以降黒字が続いている。 

・ 実質収支比率（標準財政規模に対する実質収支の割合）は、前年度に比べると１．６ポ

イント減で６．０％となっている。 

 

② 単年度収支 

・ 単年度収支（実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額）は、マイナス７億８，５１０万

円となっている。 

・ 実質単年度収支（単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え､

財政調整基金の取り崩し額を差し引いた額）は、マイナス１３億７，４２４万円となった。 

 

(3) 歳入 

① 歳入決算額 
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歳入決算額は１，０３１億０，２５５万円で、前年度に比べると２．０％増となっている。

決算額の推移及び内訳は「第４表 歳入の推移」（資料編５２ページ）のとおりである。 

② 自主財源など 

自主財源の決算額は、分担金負担金、使用料、手数料などの減はあったものの、繰入金、繰

越金の大幅な伸び、地方税の増などにより前年度比０．３％の増となったが、地方債の増によ

り、歳入規模が前年比２．０％増となったため、構成比については４４．０％と前年度に比べ

０．７ポイント減少した。 

一般財源の決算額は、地方譲与税で大きく増となっているが、地方交付税や地方特例交付金

において減となっている。地方譲与税は、三位一体の改革による国庫補助金の一般財源化によ

り、従来国庫補助金であったものが、所得譲与税によって措置されたもの。一般財源総額では

前年度比０．５％増の５５６億２，２２３万円となっている。 

全体の構成比としては、地方税が最も大きな割合を占め、以下、地方交付税、国・県支出金、

地方債の順となっているが、この順位は昭和６０年度以降ほぼ変わらない。 

③ 主な歳入項目の構成比の推移 

・ 地方税の構成比は、昭和６３年度の３３．１％をピークとして微増減を続けている。平成

１８年度は前年度比０．４ポイント減の２６．１％となった。 

・ 地方交付税の構成比は、２０％をはさんで増減を繰り返し、平成１８年度は、前年度比０．９ポ

イント減の２１．７％となっている。 

・ 一般財源の構成比は、平成６年度を除いて５０％超となっているが、平成９年度以降、減

税や地方譲与税の減少に加えて、経済対策などによる国・県支出金、地方債等が増加したこ

とから低下を続けていた。平成１２年度、１３年度は地方交付税、利子割交付金が大きく増

加したことなどから５３．９％及び５４．１％となり、平成１４年度についても、一般財源

の額としては落ち込んだものの、財政規模の縮小により、５３．４％と高い水準を保ってい

た。平成１７年度は、地方交付税は増となったものの地方税の減の影響が大きく、前年度比

０．７ポイント減の５４．８％となっている。平成１８年度は国庫補助金の一般財源化によ

り、地方譲与税の増があったものの、地方債増のため、前年度比０．９ポイント減の５３．９％

となっている。 

・ 国・県支出金の構成比は、平成９年度からは経済対策、長崎国際大学開学支援などにより

上昇を続け平成１１年度に１２年ぶりに２０％超となったが、平成１２年度、１３年度は    

１９．１％、１７．８％となり、さらに平成１４年度については、廃棄物処理施設整備、佐

世保駅周辺再開発などの大型事業の終息などにより前年度比１．０ポイント減の１６．８％

と低下し、平成１５年度は児童扶養手当の増などにより２０．２％にまで上昇した。平成１８年

度は国の三位一体の改革の影響により前年度比０．９ポイント減で１７．５％となった。 

・ 地方債の構成比は、昭和６０年度以降、大型事業の進捗により上昇傾向にあったが、平成

６年度（１４．５％）をピークにやや低下しており、平成１８年度は合併市町村振興基金積

立に係る合併特例債の増があったため、前年度比２．１ポイント増の９．９％となっている。 

 

(4) 歳出 

① 歳出決算額 

歳出決算額は９８９億９，９７３万円で、前年度に比べると２．５％増となっている。 
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② 目的別歳出 

・ 目的別歳出の推移及び構成比は、「第５表 歳出の推移（目的別）」（資料編５７ページ）

のとおりである。 

・ 主な目的別歳出の構成比は、民生費（２９．０％）、総務費（１５．１％）、公債費（１２．９％）、

土木費（１０．７％）、衛生費（９．７％）の順となっており、これらで全体の７７．４％

を占めている。 

・ これらの増減率をみると、民生費が１．４％増、総務費が１０．４％増、公債費が１．３％

減、土木費が３．３％増、衛生費が６．６％減となっている。 

民生費は、児童福祉、生活保護などの扶助費の増などにより増となっている。総務費につ

いては、合併特例債の発行により合併市町村振興基金へ積み立てたことなどにより大幅な増

となっており、公債費については、償還元金は増となったものの、近年の低金利により利子

の支払額が減少したことによるものである。土木費については、佐世保駅周辺土地区画整理

事業の精算に伴い繰出金が大幅増になったことによるものである。衛生費については、新轟

クリーンセンター（仮称）建設事業費の減などによるものである。傾向としては、ハードか

らソフトへの移行がより進んだものと言える。 

 

③ 性質別歳出 

・ 性質別歳出の構成比は、「第６表 歳出の推移（性質別）」（資料編６２ページ）のとお

りである。 

・ 義務的経費は人件費（前年度比３．１％減）、扶助費（同３．１％増）及び公債費（同１．３％

増）であり、義務的経費のトータルで前年度比０．３％の増となった。その構成比は、投資

的経費の増などにより、前年度比１．０ポイント減の４９．３％となっている。 

・ 投資的経費は前年度比１２．２％増となっているが、このうち普通建設事業費は大型事業

の実施などにより９．１％増となっており、うち補助事業費は焼却灰溶融施設建設や栄・常

盤地区市街地再開発などにより前年度比１５．７％増、単独事業費は西部芳世苑建替、高砂

地区再整備事業などの増によって前年度比４．４％増となっている。 

・ その他の経費は、補助費等（前年度比１２．３％減）、積立金（同５６．６％増）、物件

費（同５．８％減）、維持補修費（同２．８％減）、投資出資・貸付金（６．９％減）、繰

出金（同４．８％増）となっており、２．０％増となっている。 

・ 義務的経費の構成比は、平成１４年度以降、扶助費、公債費の増に伴い、増加傾向となっ

ているが、平成１８年度においては投資的経費の増加により、４９．３％（前年度比１．０ポ

イント減）となっている。 

一方、投資的経費の構成比は、平成１２年度以降、大型事業の終息などにより低下傾向で

あったが、平成１８年度は１４．７％（前年度比１．３ポイント増）となっている。また、

投資的経費のうち普通建設事業の内訳を補助事業費、単独事業費の別にみると、平成１３年

度から６年連続して単独事業費が補助事業費を上回った。 

 

(5) 財政構造の弾力性 

① 経常収支比率 

・ 平成１８年度の経常収支比率は、前年度より０．７ポイント増の８６．３％となり、５年
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連続で目標数値（上限値）である８０％を上回った。 

・ その内訳は、人件費が２７．９％（前年度２８．８％）、公債費が２１．３％（同２０．９％）、

物件費が１１．９％（同１１．９％）などとなっている。 

・ 経常収支比率が増加したのは、経常一般財源（歳出）が１．０％増加し、経常一般財源（歳

入）が１．０％増加したことによるものである。 

・ 経常収支比率の推移は、「第３表 普通会計財政状況の推移」（資料編４７ページ）のと

おりである。 

・ 近年の推移をみると、一般財源の堅調な伸び、義務的経費の縮減に支えられて昭和６０年

度以降低下を続け、平成４年度には７１．３％まで低下したが、一般財源の伸び悩みに加え

公債費の増加もあって平成５年度から上昇に転じ、平成７年度には８年ぶりに８０％台とな

った。その後、普通交付税の増加、地方消費税交付金の創設などによる経常一般財源の増加

によって、再び平成１０年度から８０％を下回っていたが、平成１４年度は、ハウステンボ

スの税収減及び利子割交付金の減少に伴い経常一般財源（歳入）が大幅に減少し、８０％を

上回る結果となった。平成１８年度は、三位一体の改革による国庫補助金の一般財源化によ

り、経常的な経費に充てるべき一般財源が増えたため、８６．３％と近年で最も高い数値と

なった。 

② 公債費負担比率及び起債制限比率 

ア 起債制限比率 

・ 平成１８年度の起債制限比率は、前年度比０．１ポイント減の１１．１％となった。 

・ これは、起債の発行を原則として地方交付税措置のある有利な起債に限定するとともに

発行額の抑制に努めたことによるものである。 

・ 近年の起債制限比率の推移は、「第３表 普通会計財政状況の推移」のとおりであり、

平成５年度に１０．２％にまで低下したが、その後上昇に転じ、平成９年度、平成１０年

度の１２．３％がピークとなっている。 

イ 公債費負担比率 

・ 平成１８年度の公債費負担比率は、前年度と比べると０．５ポイント減の１７．２％と

なっている。これは、一般財源等が減少（前年度比０．９％減）し、公債費充当一般財源

が増加（前年度比１．８％増）したことによるものである。 

・ 近年の公債費負担比率の推移は、「第３表 普通会計財政状況の推移」のとおりであり、

起債制限比率の推移と同じく、平成５年度に１１．２％にまで低下したが、その後、公債

費の増加に伴い上昇に転じ、１５％前後で推移したが、平成１３年度に１６．０％となり、

平成１４年度以降１６％を超えた状態にある。財政構造の硬直化が進んでいることが伺え

る。 

ウ 実質公債費比率 

・ 平成１８年度の実質公債費比率は、前年度と比べると０．３ポイント増の１５．２％と

なっている。前年度に比べ地方債の元利償還金は前述のとおりほぼ変わらず、主に比率算

出に係る定義が一部変更になったことによる算入額が増えたためである。 
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(6) 将来にわたる財政負担 

① 地方債現在高 

・ 平成１８年度末における地方債現在高は１，２３３億９，４３８万円で、前年度末と比べ

るとマイナス３，５３９万円と微減している。 

・ 地方債現在高の歳入総額及び一般財源総額に対するそれぞれの割合の推移は、「第１図 地

方債現在高の歳入総額に対する割合の推移」（資料編７７ページ）のとおりであり、地方債

現在高は、昭和６０年度末では歳入総額の０．６５倍、一般財源総額の１．２２倍であった

が、大型事業の進捗に加え、経済対策に伴う公共投資の追加、減税による減収補てん、地方

財政収支不足に対する財源対策などにより地方債の増発を余儀なくされたことから、平成３年

度以降急増し、平成１８年度末では、歳入総額の１．２０倍、一般財源総額の１．８０倍と

なっている。なお、標準財政規模に対する比率では、前年度比１．５ポイント減の２４０．８％

となっている。 

・ 近年の地方債現在高の目的別構成比及び借入先別構成比の推移は、「第２図 地方債現在

高目的別構成比の推移」（資料編７８ページ）及び「第３図 地方債現在高借入別構成比の

推移」（資料編７９ページ）のとおりである。 

・ 地方債現在高の目的別をみると、一般単独事業債が最も大きな割合（２５．５％）を占め、

以下、教育・福祉施設等整備事業債（１７．５％）、一般公共事業債（１４．７％）、臨時

財政対策債（１３．８％）、公営住宅建設事業債（８．５％）、減税補てん債（５．３％）、

過疎対策事業債（５．０％）の順となっている。その推移をみると、財源不足を補てんする

ための、いわゆる赤字地方債である臨時財政対策債の伸びが著しい。 

・ 地方債現在高の借入先別の構成比は、財政融資資金（６０．７％）、郵政公社資金（１５．１％）、

公営企業金融公庫資金（８．８％）、市中銀行（８．４％）の順となっており、政府系資金

が７５．７％を占めている。その推移をみると、臨時財政対策債の増発に伴い財政融資資金

が急増しており、昭和６０年度末と比較すると、その構成比は約１６．８ポイント上昇して

いる。また、縁故債について入札方式（見積合わせ）の導入により保険会社等が平成８年度

以降構成比を伸ばしたものの、平成１３年度以降、ペイオフとの関係から保険会社等からの

借入を行っていない。 

 

② 債務負担行為額 

・ 債務負担行為に基づく平成１８年度以降支出予定額は、６７億１，８５１万円であり、前

年度末と比べると１１億３，８７８万円の減（前年度比１４．５％減）となった。これは、

アルカスＳＡＳＥＢＯ用地取得費、西海パールシーセンター施設取得費などの支出が進んだ

ことによるものである。 

・ 翌年度以降支出予定額を目的別にみると、土地の購入に係るものが３５億５３０万円（ア

ルカスＳＡＳＥＢＯ用地購入費及び公共用地先行取得事業費）、建造物の購入に係るものが

１３億２，０９１万円（西海パールシーセンター施設取得費）、製造工事の請負に係るもの

が４億９，７３８万円、利子補給等に係るものが７億８，８０７万円などとなっている。 

③ 積立金現在高 

・ 積立金現在高の状況は、「第７表 積立金」（資料編６７ページ）のとおりである。 

・ 平成１８年度末における積立金現在高は１３２億９，８８１万円で、前年度末と比べると
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２１億９，６６９万円増（１９．８％増）となっており、要因としては、合併特例債による

合併市町村振興基金への積み立てを行ったことがあげられる。 

・ 減債基金は１４億円、財政調整基金は２４億５，０００万円の取り崩しを行なった。 

・ 財政調整基金の標準財政規模に対する比率は、前年度比１．２ポイント減の５．９％とな

っている。（標準財政規模の５％程度が適当といわれている。） 

④ 将来にわたる実質的な財政負担 

・ 将来にわたる実質的な財政負担（地方債現在高＋債務負担行為額－積立金現在高）の推移

は、「第４図 将来にわたる実質的な財政負担の推移」（資料編８０ページ）のとおりであ

る。 

・ 平成１８年度末の将来にわたる実質的な財政負担は１，１６８億１，４０２万円で、前年

度末と比べると２．８％減となっている。 

なお、標準財政規模に対する比率では、２２８．０％となっており、前年度比７．９ポイ

ント低下しているが、依然として高い水準であると言わざるを得ない。 

・ 地方債残高１，２３３億９，４３８万円のうち、後年度の元金償還に対する地方交付税に

よる措置額はおよそ７２１億３，７７０万円と見込まれており、残高の５８．５％となって

いる。これを除いた将来にわたる実質的な財政負担の純負担額は５１２億５，６６８万円と

推計される。 

 

⑤ 普通会計が負担すべき借入金残高 

・ 普通会計が将来にわたって負担すべき借入金としては、地方債現在高のほか、交付税及び

譲与税配付金特別会計（以下「交付税特別会計」という。）が借り入れた借入金のうち地方

財政全体で負担するもの及び地方公営企業において償還する企業債のうち、経費負担区分の

原則等に基づき、普通会計がその償還財源を負担するものが考えられる。 

・ 本市の普通会計が負担すべき借入金残高は、１，５０６億７，１４０万円で、その内訳は、

地方債現在高が１，２３３億９，４３８万円、企業債現在高のうち普通会計負担分２７２億

７，７０２万円となっている。 

なお、この普通会計が負担すべき借入金残高の標準財政規模に対する比率は、２．９倍と

なっている。 

注）交付税特別会計借入金残高は平成１８年度末で約５２．８兆円、うち地方負担分は約

３４．２兆円となっており、本市負担分も当然あるものの、その数値が算定できないこ

とから、本市としての普通会計が負担すべき借入金残高には含めていない。 

・ 普通会計が負担すべき借入金残高の推移は「第５図 普通会計が負担すべき借入金残高」

（資料編８１ページ）のとおりであるが、近年の大型事業の進捗や平成４年度以降の数次に

わたる経済対策に加え、平成６年度以降は減税等の財源や通常収支の不足分を借入金に依存

したこと、また下水道事業の拡張に伴う地方債発行額の増加などから急増しており、今後も

引き続き増加することが見込まれる。 



 

- 26 - 

２ 財源の状況（歳入） 

(1) 地方税 

・ 地方税の決算額は２６８億８，８６７万円で、前年度と比べると０．３％増となった。 

・ これは固定資産税の評価替えによる減収があったものの、個人住民税の制度改正及び、税全

般の徴収率向上により、微増となったものである。 

なお、市税全体の増減率は地方財政計画（市町村税計）の２．２％増を１．９ポイント下回

った。 

歳入総額に占める地方税の割合は、昭和６３年度（３３．１％）をピークとして低下を続け

たのち、平成７年度から上昇に転じたが、特別減税、景気の低迷等による減収、経済対策など

による財政規模の拡大もあって平成１０年度から２年連続で低下した。平成１２年度から再び

上昇し、平成１４年度に２８．７％となったが、平成１５年度及び平成１６年度は大口の未納

の影響や市町村合併により２８．３％と同率で推移し、平成１７年度から２年連続で低下し、

平成１８年度は２６．１％と昭和６０年度以降最低の割合にまで低下した。 

・ 市税の税目別内訳は、「第８表 市税の推移」（資料編６８ページ）のとおりであり、主な税

目についてみると、次のとおりである。 

普通税は０．９％増となっている。このうち、市民税については税制改正の影響もあり、個

人分が７．８％増、法人分が４．３％増となり、この結果、市民税全体では７．０％増と平成

９年度以来の増収となっている。固定資産税については、４．２％減となった。軽自動車税に

ついては、好調な売れ行きを反映して４．２％増、たばこ税については、２．０％増となって

いる。 

目的税は５．１％減となった。このうち都市計画税については、５．３％減、入湯税につい

ては、６．８％増となった。 

・ 近年の市税収入額の推移は、「第６図 市税収入額の推移」（資料編８２ページ）のとおりで

あり、内訳は固定資産税が４４．９％（前年度４７．１％）で最も大きい割合を占め、次いで

市民税が３９．５％（同３７．０％）となっており、両者で８４．４％（同８４．１％）を占

めている。 

・ 収入総額は平成６年度及び平成１０年度には特別減税の実施等により、また、平成１１年度

から１５年度までは景気低迷の影響等により前年度を下回った。平成１６年度に多額の滞納繰

越分の納入により結果的に前年度を上回ったが、平成１７年度には再び前年度を下回ることと

なった。平成１８年度は税制改正で個人市民税が大幅増であった影響もあり微増している。な

お、平成４年度までは個人市民税が最も大きな割合を占めていたが、「ハウステンボス」の開

設などによる固定資産税の増収により、平成５年度以降はその順位が逆転している。 

 

(2) 地方譲与税 

・ 地方譲与税の決算額は２６億２，４０５万円で、前年度と比べると３９．５％増となった。

また、歳入総額に占める割合は２．５％（同１．９％）であった。 

・ 地方譲与税の内訳をみると、所得譲与税１６億７，９０３万円（８１．９％増）、自動車重

量譲与税が６億９，５２４万円（０．９％減）、地方道路譲与税が２億３，９２４万円（２．９％

減）、特別とん譲与税１，０５４万円（３．８％増）となっている。 
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(3) 地方交付税 

・ 地方交付税総額の決算額は２２４億２３８万円で、前年度と比べると２．０％減となった。

また、歳入総額に占める割合は、平成２年度をピークとして低下傾向にあったが、平成７年度

に上昇に転じたのちは平成１１年度まで１６％台～１９％台で推移し、平成１２年度には平成

４年度以来８年ぶりに２０％を超え、平成１４年度まで３年連続で２０％を超えた。平成１５年

度は、国の交付税総額が７．５％減となったことにより１８．９％と大きく低下した。平成１６年

度は、合併町での構成割合が高かったこともあり、２１．７％と再び２０％を超え、平成１７年

度は２２．６％と更に０．９ポイント上昇したが、平成１８年度は逆に０．９ポイント減少し

た。 

・ 普通交付税の決算額は２０５億３，６１１万円で、前年度と比べると１．４％減となった。

この要因は、合併算定替の恩恵があるものの、国の予算総額が５．７ポイント減の影響があっ

たものである。 

・ 特別交付税の決算額は１８億６，６２７万円で、前年度と比べると８．２％減となった。な

お、特別交付税全体（市町村計）の増減率６．８％減を１．４ポイント上回っている。 

(4) 地方特例交付金 

・ 地方特例交付金は、平成１１年度に創設された恒久的な減税に伴う地方税の減収額を補てん

するために交付される減税補てん特例交付金と、平成１８年度に創設された児童手当の制度拡

充に伴う地方負担の増加に対応するために交付される児童手当特例交付金の合算額である。平

成１８年度の決算額は前年度比１８．８％減の６億８，８８５万円となっている。 

(5) 一般財源 

・ 一般財源の決算額は５５６億２，２２３万円で、前年度と比べると０．５％増となった。ま

た、歳入総額に占める割合は、平成元年度（５６．６％）をピークとして低下を続け、平成７年

度～９年度にかけて一旦上昇したものの、経済対策などにより国庫支出金、地方債が大きく増

加したことなどから平成１０年度、１１年度に再び低下し、平成１２年度、１３年度は一般財

源総額の増加に加えて財政規模が縮小したことから上昇した。平成１６年度は、多額の滞納繰

越分の納入による地方税の大幅増により５５．５％となり、平成１７年度は同影響などによっ

て０．７ポイント減の５４．８％となった。平成１８年度は合併特例債の発行増による地方債

の増加により５３．９％となった。 

・ 上記の(1)～(4)以外の一般財源では、利子割交付金９，９９８万円、地方消費税交付金２４億

５，６９２万円、ゴルフ場利用税交付金５，１０３万円、配当割交付金６，１２７万円、株式

譲渡所得等所得割交付金４，６３４万円、自動車取得税交付金３億２７４万円となっており、

前年度と比べ１．４％増となっている。 

(6) 国庫支出金 

・ 国庫支出金の決算額は１２９億１，８２１万円で、三位一体の改革による国庫補助金の一般

財源化により児童手当、児童扶養手当に係る国庫支出金の減などにより、前年度比４．１％減

となっている。 

また、歳入総額に占める割合は前年度比０．８ポイント減の１２．５％となっている。 

・ 内訳をみると、生活保護費負担金が５７億１，７６２万円で最も大きな割合（構成比４４．３％）

を占め、以下、普通建設事業費支出金が２５億７，７３９万円（同２０．０％）、児童保護費



 

- 28 - 

負担金が１２億９，０７８万円（同１０．０％）となっており、これらで国庫支出金総額の７４．２％

を占めている。 

・ また、内訳の増減率をみると、生活保護費負担金が５．１％増、普通建設事業費支出金が、

１９．１％増、児童保護費負担金が５．３％減となっている。 

(7) 県支出金 

・ 県支出金の決算額は５１億１，７６５万円で、児童保護費負担金の減、国民健康保険基盤安

定事業費の減などにより、前年度比０．８％減となっている。歳入総額に占める割合は、前年

度比０．１ポイント減の５．０％となっている。 

・ 内訳をみると、国庫財源を伴うものが２３億４，３９８万円で４５．８％（前年度４９．１％）、

県費のみのものが２７億７，３６７万円で５４．２％（同５０．９％）となっている。 

また、種別の内訳では、児童保護費負担金６億４，１３４万円が最も大きな割合（構成比

１２．５％）を占め、以下、普通建設事業費支出金が８億３，２３５万円（同１６．３％）の

順となっている。 

・ 内訳の増減率をみると、普通建設事業費支出金が２７．９％の増、児童保護費負担金が３．７％

減、その他が２．７％減となっている。 

 

(8) 地方債 

・ 地方債の決算額は１０２億１，２３０万円で、合併特例債による基金造成に伴い大幅増とな

り、前年度と比べると２９．２％増となっている。 

・ 地方債依存度（歳入総額に占める地方債の割合）は前年度と比べると２．１ポイント増の９．９％

であり、平成１７年度の地方全体の平均値（１１．２％）を下回っている。 

なお、この地方債依存度の推移は、「第７図 地方債依存度の推移」（資料編８３ページ）の

とおりである。 

・ 地方債の種類別の発行状況をみると、合併特例事業債を含む一般単独事業債が５１億

７，６６０万円で最も大きな割合（地方債発行額の５０．７％）を占め、以下、臨時財政対策

債が２４億７４０万円（同２３．６％）、教育・福祉施設等整備事業債が７億５，１８０万円

（同７．４％）、公営住宅建設事業債４億７，５５０万円（同４．７％）の順となっている。 

 

(9) その他の収入 

① 使用料、手数料 

・ 使用料及び手数料の決算額は２５億７，２６４万円で、前年度と比べると６．３％減とな

っており、歳入総額に占める割合は２．５％（前年度２．７％）となっている。 

・ 使用料の決算額は１８億７，７４５万円で、前年度と比べると６．１％減となっている。

その内訳をみると、公営住宅使用料が１１億３，５９３万円（前年度比１．６％減）、保育

所使用料１億７，４２９万円（同３．０％減）、授業料４，１６３万円（同２．４％減）と

なっている。 

・ 手数料の決算額は６億９，５２０万円で、前年度と比べると６．９％減となっている。そ

の内訳をみると、戸籍手数料など法定受託事務に係るものが１億４，２１０万円（前年度比

０．７％減）、徴税手数料など自治事務に係るものが５億５，３０９万円（同８．４％減）

となっている。減の要因としては、家庭系ごみ処理手数料の減（前年度比４，１３４万円減、
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３０．８％減）が主なものである。 

② 国有提供施設等所在市町村助成交付金（通称「基地交付金」） 

・ 基地交付金の決算額は７億０，７３９万円で、前年度と比べると０．５％減となっている。 

・ 減額の要因は、対象資産が１１．９％減となったことなどによるものである。 

③ 繰入金 

・ 繰入金の決算額は４２億９，４７７万円で、前年度と比べると１８．８％減となっており、

旧町にあった公共施設整備基金等が整理統合され、今年度繰入がなかった要因によるもので

ある。 

④ 繰越金 

・ 繰越金の決算額は４５億０，４３７万円で、前年度と比べると３３．９％増となっており、

歳入総額に占める割合も４．４％（同３．３％）と前年度と比べ１．１ポイント上昇してい

る。 

・ 内訳を見ると、純繰越金が３８億７，２４８万円で前年度と比べると３３．８％増、繰越

事業充当繰越金が６億３，１８９万円で前年度比３４．４％増となっている。 

⑤ その他 

・ その他の収入の決算額は７１億５，３００万円で、前年度比１．３％増となっており、歳

入総額に占める割合は６．９％となっている。 

・ その内訳をみると、貸付金元利収入、収益事業収入などの諸収入が４２億３，６１４万円

（前年度比０．４％減）、分担金及び負担金が２１億９７２万円（同３．３％減）、財産収

入が７億３，６７９万円（同３８．２％増）、交通安全対策特別交付金５，０２１万円（同

４．５％増）、寄附金が２，０１４万円（同５７．７％減）となっている。 
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３ 経費の内容（目的別歳出） 

(1) 総務費 

・ 総務費の決算額は１４９億４，９１３万円で、積立金の増に伴い、前年度比１０．４％増と

なっている。また、総務費の歳出総額に占める割合は前年度比１．１ポイント増の１５．１％

となっている。 

・ 総務費の目的別内訳は、全般的な管理事務費である総務管理費が最も大きな割合（総務費総

額の９０．１％）を占め、以下、徴税費（５．４％）、戸籍・住民基本台帳費（２．７％）、選

挙費（０．９％）、監査委員費（０．６％）、統計調査費（０．３％）の順となっている。ま

た、各費目の伸び率は、総務管理費が１６．６％増（積立金の増）、徴税費が２０．３％減（人

件費、補助費（税還付金など）の減）、戸籍・住民基本台帳費が１２．８％減、選挙費が５０．４％

減（選挙執行費の減（衆議院議員選挙、県知事選挙など））、監査委員費が０．８％減、統計

調査費が７２．７％減（国勢調査費の減）となっている。 

・ 性質別内訳は、積立金が最も大きな割合（４０．８％）を占め、以下、人件費（３６．２％）、物

件費（１５．５％）、普通建設事業（５．２％）、補助費等（１．７％）の順となっている。 

また、各性質の対前年度の伸び率をみると、積立金が５８．３％増（市町村合併振興基金積

立金の増など）、人件費が２．４％減、物件費が１９．０％減（電算システム統合など市町村

合併経費の減）、普通建設事業費が１８．７％増、補助費等が５２．０％減（旧宇久町・旧小

佐々町一時借入金返済金の減など）となっている。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、地域イントラネット整備事業費１億８，２０７万円、ア

ルカス用地購入費４億２，１８２万円、統合型地理情報システム事業１億５，６９７万円、庁

舎整備（アスベスト対策）７，８２５万円などである。 

 

(2) 民生費 

・ 民生費の決算額は２８７億５，１９７万円で、児童福祉、生活保護などの扶助費の増により、前

年度と比べると１．４％増となっている。また、民生費の歳出総額に占める割合は前年度比

０．４ポイント減の２９．０％で、最も大きな構成比となっている。 

・ 民生費の目的別内訳は、児童福祉費が最も大きな割合（民生費総額の３１．０％）を占め、以

下、生活保護費（２８．１％）、老人福祉費（２１．０％）、障害者福祉対策や他に分類でき

ない総合的な福祉対策に要する経費である社会福祉費（１９．９％）、災害救助費（０．０％）

の順となっている。また、各費目の伸び率は、児童福祉費が６．４％増（児童手当、児童扶養

手当の増など）、生活保護費が４．６％増（市町村合併に伴う旧町分生活保護費の県からの移

管による増など）、社会福祉費が４．２％減（合併に伴う職員給の減など）、老人福祉費が４．１％

減（介護保険事業特別会計に対する繰出金の減など）、災害救助費が２５．８％減となってい

る。 

・ 性質別内訳は、扶助費が最も大きな割合（６２．８％）を占め、以下、繰出金（２３．９％）、人

件費（４．９％）、物件費（４．８％）、補助費等（２．５％）の順となっている。また、各

費目の対前年度の伸び率をみると、扶助費が３．２％増（児童手当、児童扶養手当、生活保護

費の増）、繰出金が２．２％減（介護保険事業特別会計繰出金の減）、人件費が２．９％減、物

件費が３．５％減、補助費等が１４．３％減となっている。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、介護保険事業会計繰出金２４億８，３７７万円、生活
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保護扶助費７５億１，２３２万円などである。 

 

(3) 衛生費 

・ 衛生費の決算額は９５億５，６８３万円で、前年度比６．６％減となっている。また、衛生

費の歳出総額に占める割合は前年度比０．９ポイント減の９．７％となっている。 

・ 衛生費の目的別内訳は、廃棄物処理施設整備が進んでいることから清掃費が最も大きな割合

（衛生費総額の５０．３％）を占め、以下、保健衛生費（４３．８％）、保健所費（５．５％）、結

核対策費（０．４％）の順となっている。また、各費目の対前年度の伸び率は、清掃費が１４．９％

減（新轟クリーンセンター（仮称）建設事業費の減など）、保健衛生費が３．３％増、保健所

費が３．７％増、結核対策費が１９．２％増となっている。 

・ 性質別内訳は、物件費が最も大きな割合（衛生費総額の３０．２％）を占め、以下、人件費

（２５．８％）、普通建設事業費（２４．８％）、補助費等（１０．３％）、水道事業及び総

合病院事業に対する投資及び出資金（６．５％）の順となっている。また、各費目の対前年度

の伸び率をみると、物件費が５．７％増、人件費が２．８％減、普通建設事業費が８．９％減

（新轟クリーンセンター（仮称）建設事業費の減など）、投資及び出資金が３２．５％減（水

道事業会計出資金の減など）、補助費等が１６．８％減となっている。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、西部芳世苑建替事業費５億６，８８０万円、焼却灰溶

融施設建設事業費１３億３，３３９万円などである。 

 

(4) 農林水産業費 

・ 農林水産業費の決算額は２５億２，７９９万円で、前年度と比べると２．９％減となってい

る。また、農林水産業費の歳出総額に占める割合は前年度比０．１ポイント減の２．６％とな

っている。昭和６２年度の４．８％をピークとして低下傾向にあり、平成１４年度の全国豊か

な海づくり大会開催、あるいは市町村合併によりわずかながら上昇したものの、依然として低

下傾向にある。 

・ 農林水産業費の目的別内訳は、水産業費が最も大きな割合（農林水産業費総額の４２．３％）

を占め、以下、農業費（２０．５％）、農地費（１８．７％）、畜産業費（１１．４％）、林

業費（７．１％）の順となっている。また、各費目の対前年度の伸び率は、水産業費が２９．２％

増（漁港整備事業費の増など）、農業費が１９．０％減（人件費の減など）、農地費が２０．２％

減（基盤整備促進事業費の減など）、畜産業費が１１．７％減となっている。 

・ 性質別内訳は、漁港整備事業、基盤整備促進事業（農道整備など）などの普通建設事業費が

最も大きな割合（農林水産業費総額の４６．６％）を占め、以下、人件費（１７．４％）、補

助費等（１７．３％）、貸付金（８．８％）の順となっている。また、各費目の伸び率をみる

と、普通建設事業費が５．４％増（漁港整備事業費の増）、人件費が２２．６％減（市町村合

併による減）、補助費等が２．１％減、貸付金が０．２％減となっている。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、基盤整備促進事業費（岩下・赤ノ田・福浦地区）９，３３３万

円、地域水産物供給基盤整備事業費（黒島・高島・浅子・柿ノ浦・宇久・神崎）６億１，８００万

円などである。 

 

(5) 商工費 
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・ 商工費の決算額は５１億１，２０１万円で、前年度比１．５％増となっている。また、商工

費の歳出総額に占める割合は前年度と変わらず５．２％となっており、平成６年度、７年度の

９．８％をピークとして低下傾向で、平成１３年度に一度上昇したものの、平成１４年度以降

６％前後で推移している。 

・ 商工費の性質別内訳は、中小企業資金融資預託金などの貸付金が最も大きな割合（商工費総

額の６０．６％）を占め、以下、卸売市場事業などに対する繰出金（１１．０％）、補助費等

（８．５％）、普通建設事業費（８．５％）、物件費（６．６％）の順となっている。また、各

費目の対前年度の伸び率をみると、貸付金が２．３％増（中小企業資金融資預託金の増）、繰

出金が５．８％減（卸売市場事業への繰出金の減）、補助費等が５．７％減、普通建設事業費

が２１．１％増（水族館整備事業費の増など）、物件費が３．８％減となっている。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、中小企業融資事業費３１億１，７５４万円、観光客誘

致促進事業費１億８，２６３万円などである。 

 

(6) 土木費 

・ 土木費の決算額は１０５億７，４５０万円で、前年度と比べると３．３％増となっている。

また、土木費の歳出総額に占める割合は前年度比０．１ポイント増の１０．７％となり、平成

３年度（２３．５％）をピークとして低下傾向の中、昨年度に続き最低水準の構成比となった。 

・ 土木費の目的別内訳は、都市計画費が最も大きな割合（土木費総額の３７．２％）を占め、以

下、道路橋りょう費（２８．４％）、住宅費（１４．１％）、港湾費（７．９％）、河川費（７．０％）、土

木管理費（５．４％）の順となっている。また、各費目の伸び率は、都市計画費が７．７％増

（土地区画整理事業繰出金の増など）、道路橋りょう費が０．２％増、住宅費が１１．７％増

（公営住宅建設事業費の増など）、港湾費が１７．７％減（港湾整備事業費の減など）、河川

費が９．７％増（河川改修事業費の増など）、土木管理費が２．７％増となっている。 

・ 性質別内訳は、普通建設事業費が最も大きな割合（土木費総額の４８．９％）を占め、以下、人

件費（１５．６％）、下水道事業への繰出金などの補助費等（１５．２％）、土地区画整理事

業などへの繰出金（７．３％）、物件費（５．８％）、道路補修などの維持補修費（４．７％）、下

水道事業への投資及び出資金（２．５％）、の順となっている。また、各費目の対前年度の伸

び率をみると、普通建設事業費が０．１％増、人件費が２．７％減、補助費等が８．１％減（栄・常

盤市街地再開発事業費の減）、繰出金が３２３．１％増（土地区画整理事業繰出金の増）、物

件費が１．３％減、維持補修費が２．８％増、投資及び出資金２４．２％減（下水道事業出資

金の減）となっている。 

・   主な事業（特徴的なもの）としては、地方道路整備臨時交付金事業費（観光道路整備）４億

７，２６０万円、バリアフリーネットワーク整備事業費１億２，１８９万円、栄・常盤地区市

街地再開発事業費１億５，７４２万円、街路事業費（県営事業負担金）１億９，５５０万円、土

地区画整理事業繰出金５億６，８９６万円、公営住宅建設事業費（十郎原団地、桜木団地、花

園団地、黒石団地）９億９，０７８万円などである。 

 

(7) 消防費 

・ 消防費の決算額は４１億８，１７４万円で、前年度比７．３％増となっている。また、消防

費の歳出総額に占める割合は前年度比０．２ポイント増の４．２％となっている。 
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・ 消防費の性質別内訳は、人件費が最も大きな割合（消防費総額の７７．３％）を占め、以下、消

防施設の整備、消防車両等の購入等に要する経費である普通建設事業費（１３．９％）、物件

費（６．２％）、消防団運営交付金などの補助費等（２．３％）の順となっている。また、各

費目の伸び率をみると、人件費が１．１％増、普通建設事業費が１００．８％増（東消防署移

転用地購入事業費の増など）、物件費が１３．１％増、補助費等が２．９％減（消火栓に係る

水道事業会計への繰出金の減）となっている。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、通信指令システム整備事業費１億３，２２９万円、東

消防署移転用地購入事業費２億２，９９３万円などである。 

 

(8) 教育費 

・ 教育費の決算額は９４億１，４９７万円で、前年度と比べると４．７％増となった。また、教

育費の歳出総額に占める割合は前年度比０．２ポイント増の９．５％となった。 

・ 教育費の目的別内訳は、小学校費が最も大きな割合（教育費総額の３６．９％）を占め、以

下、中学校費（１９．１％）、体育施設や学校給食などに要する経費である保健体育費

（１６．０％）、社会教育費（１４．６％）、私立学校の振興、奨学金などに要する経費であ

る教育総務費（７．４％）、幼稚園費（６．０％）の順となっている。また、各費目の対前年

度の伸び率は、小学校費が１２．１％増（小学校建設費の増など）、中学校費が３９．１％増

（中学校建設費の増など）、保健体育費が１５．７％減（市町村合併による人件費の減）、社

会教育費が０．３％減、教育総務費が２０．８％減（市町村合併による人件費の減）、幼稚園

費が１．７％増となっている。 

・ 性質別内訳は、小学校や中学校の校舎等施設整備に要する経費などの普通建設事業費が最も

大きな割合（教育費総額の３４．３％）を占め、以下、学校運営に要する経費などの物件費

（２７．９％）、人件費（２６．２％）、補助費等（８．６％）、学校、その他の教育施設の

維持補修費（１．１％）の順となっている。また、各費目の伸び率をみると、普通建設事業費

が２４．５％増（小学校、中学校建設費の増など）、物件費が５．３％減、人件費が２．０％

減、補助費等が２．８％増、維持補修費が１９．６％減となっている。 

・ 主な事業（特徴的なもの）としては、少人数指導支援事業費７，４３８万円、校内ＬＡＮ整

備事業費４，４０４万円、小・中学校プール整備（改築）事業費９，７３８万円、小中学校屋

内運動場（改築）事業費７億６，８７２万円、清水小学校建設事業費８億９，０５４万円など

である。 

 

(9) その他 

・ 議会費の決算額は５億４，００３万円で、市町村合併に伴う議員報酬手当の減などにより前

年度比１９．９％減となっており、また、歳出総額に占める割合は０．５％となっている。 

・ 労働費の決算額は１億０，３１９万円で、事業費の縮減により前年度比７．４％減となって

おり、また、歳出総額に占める割合は０．１％となっている。 

・ 災害復旧費の決算額は５億１，６８３万円で、前年度に大規模な災害等が発生していなかっ

たため前年度比４０１．６％増となっており、また、歳出総額に占める割合は０．５％となっ

ている。 

・ 公債費の決算額は１２７億４，８９１万円で、前年度比１．３％増となっている。また、歳
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出総額に占める割合は１２．９％となっている。近年の低金利傾向もあり利子償還額は微減し

たものの、元金償還額が増加した結果、前年より増加したものである。 

・ 諸支出金の決算額は２，１６４万円で、前年度と比べると４９．３％減となっており、また、歳

出総額に占める割合は０．０％（０．１％未満）となっている。 
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４ 経費の構造（性質別歳出） 

(1) 義務的経費 

① 決算額 

義務的経費の決算額は４８７億７０９万円で、前年度比０．３％増となっている。また、義務

的経費の歳出総額に占める割合は４９．２％で、前年度に比べ１．１ポイント低下している。 

② 推移 

義務的経費の近年の推移は、「第６表 歳出の推移（性質別）」及び「第８図 義務的経費の推

移」（資料編６２ページ、８４ページ）のとおりである。昭和６０年度（５７．４％）以降低下

を続けていたが、平成５年度に上昇に転じたのち、平成１０年度から経済対策などによる財政規

模の拡大などによって４５％を下回っていた。平成１３年度に財政規模の縮小により再び４５％

を上回ったのち、平成１４年度以降、更なる財政規模の縮小及び扶助費の増により比率を高めて

いる。平成１８年度においても傾向は変わらず前年度に比べ増加となったものの、普通建設事

業、積立金等の経費が増加したため、構成比としては僅かに減少した。 

③ 内訳 

義務的経費の内訳をみると、人件費が１７７億８，３７３万円で義務的経費に占める割合は

３６．５％、扶助費が１８１億７，４５２万円で３７．３％、公債費が１２７億４，８８４万円

で２６．２％となっている。 

ア 人件費 

・ 人件費の決算額は１７７億８，３７３万円で、前年度比３．１％減となっており、これは、市

町村合併に伴い議員報酬、特別職給与、一般職員給与等が減少したことなどによるものであ

る。 

・ 人件費の歳出総額に占める割合は１８．０％で、前年度比で１．０ポイント低下し、９年

連続で２０％を下回った。 

・ 人件費の主な内訳は、職員給が７１．４％を占め、以下、地方公務員共済組合等負担金

（１３．４％）、退職金（８．９％）、委員等報酬（３．７％）、議員報酬手当（１．８％）

の順となっている。 

また、各費目の伸び率をみると、職員給は２．１％減、地方公務員共済組合等負担金が

２．７％減、退職金が０．６％減、委員等報酬が８．６％減、議員報酬手当が市町村合併に

伴う議員数の減により２１．７％減となっている。 

・ 職員給の決算額は１２６億９，０７６万円で、前年度比２．１％減となっている。 

職員給の主な内訳をみると、職員給総額の６５．４％を占める基本給が１．９％

減、３４．６％を占めるその他の手当が２．４％減となっている。 

職員給の部門別構成比は、総務関係が最も大きな割合（２５．１％）を占め、以下、消防

関係（２０．１％）、衛生関係（１６．２％）、教育関係（１３．５％）、土木関係（１０．８％）、民

生関係（９．２％）の順となっている。 

・ 職員数（普通会計分）の推移は「第９図 職員数の推移」（資料編８５ページ）のとおり

である。平成１９年４月１日現在の職員数は、前年度比１７人減の２，０１７人となってい

る。 

イ 扶助費 

 ・ 扶助費の決算額は１８１億７，４５２万円で、児童福祉、生活保護費の増などにより前年

度と比べると３．１％増となっており、平成３年度から増加を続けて、平成１２年度に老人
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福祉費が介護保険へ移行したことにより一時的に減少したが、再び増加傾向にある。 

・ 扶助費の歳出総額に占める割合は１８．４％で、前年度比０．２ポイント増となっている。 

 ・ 扶助費の目的別内訳は、生活保護費が７５億３，１５２万円で最も大きな割合（扶助費総

額の４１．４％）を占めており、以下、児童福祉費７４億５，８９８万円（同４１．０％）、社

会福祉費２６億２，２９２万円（同１４．４％）、老人福祉費４億４，４９２万円（同２．４％）

の順となっている。これら各費目の対前年度の伸び率をみると、市町村合併に伴い旧町分の

生活保護費が県からの移管されたことなどにより生活保護費が４．５％増、三位一体の改革

に伴い、児童手当の対象が拡大されたことなどにより児童福祉費が６．６％増、社会福祉費

が８．７％減、老人福祉費が３．５％増となっている。 

・ 扶助費の目的別内訳構成比の推移は、「第１０図 扶助費の推移」（資料編８６ページ）

のとおりである。生活保護費は地域経済の状況を反映し、近年は４０％台を推移している。

児童福祉費は児童手当や児童扶養手当の増などにより構成比が３０％台後半で推移してお

り、構成比で生活保護費とほぼ同程度にまで達してきている。 

・ 扶助費のうち単独施策分（県単独を含む）をみると、その額は１６億５，９６８万円で、三

位一体の改革による国庫補助負担金の一般財源化の影響もあり前年度と比べると１８．１％

増となっている。 

ウ 公債費 

・ 公債費の決算額は１２７億４，８８４万円で、前年度比１．３％増となっている。 

・ 公債費の歳出総額に占める割合は１２．９％で、前年度比０．１ポイント減となっている。

昭和６０年度（９．２％）以降低下してきたが、平成２年度（７．９％）を底に上昇に転じ

ている。その後、経済対策などによる財政規模の増減によって単純比較はできないものの、平

成１７年度の構成比が、昭和６０年度以降で最大の数値となった。平成１８年度においては

一時的に減少に転じているものの、臨時財政対策債や廃棄物処理施設の元金の償還が本格化

するなど、今後も増となっていく要素が多い。 

 ・ 公債費の内訳をみると、地方債元金償還金が１０２億４，７６９万円、利子が２５億

１０２万円、一時借入金利子が１３万円となっている。それぞれの伸び率をみると、元金償

還金が３．０％増、近年の低金利の影響により利子が４．９％減、一時借入金利子が８０．１％

減となっている。 

・ 地方債元金償還額の目的別内訳をみると、一般単独事業債が３２億９，６３２万円で最も

大きな割合（元金償還額の３２．２％）を占め、以下、教育・福祉施設等整備事業債２０億

５，００２万円（２０．０％）、一般公共事業債１３億５，１３１万円（１３．２％）、過

疎対策事業債９億９，０９３万円（９．７％）、公営住宅建設事業債６億４，７４１万円

（６．３％）、減税補てん債５億８６７万円（５．０％）、財源対策債４億５，２９２万円

（４．４％）、となっている。なお、特例債（通常収支不足、減税などの財源不足に対する

補てん措置）の合計は１５億３，７４４万円で、その構成比は１５．０％となっている。 

 

(2) 投資的経費 

・ 投資的経費の決算額は１４５億６，１０５万円で、前年度比１２．２％増となっており、平成

１３年度以降は連続して減少していたが、廃棄物処理施設や市街地再開発事業等の大型事業の影

響により平成１８年度は増加に転じている。 

・ 投資的経費の歳出総額に占める割合は前年度と比べると１．３ポイント増加し１４．７％とな
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っている。 

・ 投資的経費の内訳をみると、普通建設事業費が９６．５％、災害復旧費が３．５％となってい

る。 

① 普通建設事業費 

・ 普通建設事業費の決算額は１４０億４，４２２万円で、前年度比９．１％増となっており、平

成１３年度から連続して減少していたが、平成１８年度は増加に転じている。 

・ 普通建設事業費の内訳は、単独事業費７４億３，４７５万円（５２．９％）、補助事業費

６１億５，１１３万円（４３．８％）、県営事業負担金３億９，６５３万円（２．８％）、受

託事業費６，１８２万円（０．４％）の順となっている。これを補助、単独別に区分すると、補

助６２億１，２９４万円（４４．２％）、単独７８億３，１２８万円（５５．８％）となっ

ており、昭和６３年度以降は平成１２年度を除き単独が補助を上回っている。 

また、各費目の伸び率をみると、単独事業費６．５％増、補助事業費１６．８％増、県営

事業負担金２４．５％減、受託事業費３８．６％減となっている。これを補助、単独別でみ

ると、補助１５．７％増、単独４．４％増となっており、補助、単独とも増加となっている。 

・ 昭和６０年度以降における普通建設事業費の推移は、「第６表 歳出の推移（性質別）」

（資料編６２ページ）、「第１１図 普通建設事業費の歳出に占める割合の推移」（資料編

８７ページ）及び「第１２図 普通建設事業費とその目的別内訳の推移」（資料編８８ペー

ジ）のとおりである。 

補助事業費については、平成２年度から４年度にかけての総合経済対策の実施による増加

及び平成５年度以降のその反動での低下傾向があり、また平成９年度からの大型事業の進捗

に加え経済対策による公共投資の追加などによる増加及び平成１２年度以降の減少と、大型

事業、経済対策等の実施により増加減少を繰り返している。平成１８年度に増加に転じてい

るのは、過去の例と同様に、焼却灰溶融施設建設や栄・常盤地区市街地再開発といった大型

事業の着手・本格化に伴うものである。 

単独事業については、昭和６３年度から平成４年度までの間、リゾート構想推進（烏帽子

岳高原リゾート、鹿子前地区）、東部芳世苑建設、図書館建設などの実施によって、平成元

年度を除きいずれも２桁の伸びとなった後、大型事業が一段落ついたこともあって低下傾向

にあった。平成１０年度からは廃棄物処理施設整備、経済対策、長崎国際大学開学支援など

により、事業費としては高い水準となっているが、平成１２年度は長崎国際大学開学支援補

助金の減少などにより大幅な減少となった。平成１３年度は山澄地区公民館（仮称）等建

設、アルファ駐車場購入事業、経済対策による公共投資の追加などにより３年ぶりの増加と

なったが、平成１４年度は、経済対策による公共投資の追加は行ったものの、上述したアル

ファ駐車場購入事業の減などにより大幅な減少となり、平成１５年度からは大型事業の減に

加え、道路橋りょう費など通常の事業費が減になった。平成１８年度に増加に転じているの

は補助事業と同様に西部芳世苑建替、高砂地区再整備事業といった大型事業の着手・本格化

に伴うものである。 

・ 普通建設事業費の目的別内訳は、「第１２図 普通建設事業費とその目的別内訳の推移」

及び「第１３図 普通建設事業費の内訳（土木）の推移」（資料編８８ページ）のとおりで

あり、土木費が最も大きな割合（普通建設事業費の３６．８％）を占め、以下、教育費（同



 - 38 - 

２３．０％）、衛生費（同１６．９％）、農林水産業費（同８．４％）、総務費（同５．６％）、消

防費（同４．１％）の順となっている。 

なお、土木費の内訳別に普通建設事業費に占める割合をみると、道路橋りょう費がもっと

も大きな割合（４４．３％）を占め、以下、住宅費（２３．５％）、都市計画費（１３．７％）、河

川費（１２．５％）、港湾費（６．０％）の順となっている。 

・ 補助事業費及び単独事業費の構成比をみると、議会費（同単独事業費の構成費１００％）、総

務費（同６６．７％）、商工費（同１００％）、土木費（同６６．０％）、消防費（同９２．０％）

は単独事業費の割合が補助事業費の割合を上回っているのに対し、民生費（同４２．５％）、衛

生費（同３８．６％）、農林水産業費（同３３．６％）、教育費（同４６．１％）は単独事

業費の割合よりも補助事業費の割合が大きくなっている。 

・ 普通建設事業費の目的別内訳を１０年前である平成８年度の決算額と比べると（「第１４図 

普通建設事業費の目的別内訳の状況」（資料編９０ページ））、衛生費（８．１９倍）、商

工費（０．７８倍）、住宅費（０．８５倍）、教育費（０．９５倍）、その他（２．１１倍）

が普通建設事業費総額の伸び率（０．７５倍）を上回る一方、農林水産業費（０．６１倍）、道

路費（０．５４倍）、港湾費（０．１４倍）、都市計画費（０．２６倍）はそれよりも低い

伸び率となっている。 

 

ア 補助事業費 

・ 補助事業費の決算額は６２億１，２９４万円で、平成１３年度以降連続しての減額とな

っていたが、平成１８年度においては前年度比６．３％増となった。栄・常盤地区市街地

再開発事業、学校建設事業費等の増などによるものである。 

・ 補助事業費の目的別内訳は、「第１５図 普通建設事業費の目的別内訳（補助事業費、単

独事業費の別）」（資料編９１ページ）のとおりであり、土木費が最も大きな割合（補助

事業費の２８．３％）を占め、以下、教育費（同２８．０％）、衛生費（同２３．５％）、農

林水産業費（同１２．６％）の順となっている。なお、「第１６図 普通建設事業費のう

ち土木費の目的別内訳（補助事業費、単独事業費の別）」（資料編９２ページ）のとおり、土

木費の内訳別に普通建設事業費（補助事業費）に占める割合をみると、住宅費（５７．４％）

がもっとも大きな割合を占め、以下、道路橋りょう費・河川費（１８．１％）、都市計画

費（１５．５％）、港湾費（９．０％）、の順となっている。 

イ 単独事業費 

・ 単独事業費の決算額は７８億３，１２８万円で、高砂街区再整備事業費、西部芳世苑建

替事業費などの増により、前年度比４．４％増となっている。 

・ 単独事業費の目的別内訳は、「第１５図 普通建設事業費の目的別内訳（補助事業費、単

独事業費の別）」のとおりであり、土木費が最も大きな割合（単独事業費の４３．６％）

を占め、以下、教育費（同１９．０％）、衛生費（同１１．７％）、消防費（同６．８％）、総

務費（同６．７％）の順となっている。なお、「第１６図 普通建設事業費のうち土木費

の目的別内訳（補助事業費、単独事業費の別）」において土木費の内訳別に普通建設事業

費（単独事業費）に占める割合をみると、道路橋りよう費・河川費がもっとも大きな割合

（７６．７％）を占め、以下、都市計画費（１２．７％）、住宅費（６．１％）、港湾費
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（４．５％）の順となっている。 

② 災害復旧事業費 

・ 災害復旧事業費の決算額は５億１，６８３万円で、前年度において災害発生が少なく、災

害復旧事業費が少額であったため、前年度比４０１．６％と大幅な増加となっている。 

・ 災害復旧事業費の内訳は、補助事業費が５３０．６％増の２億８，１６３万円（災害復旧

事業費に占める割合５４．５％）、単独事業費が３０２．９％増の２億３，５１９万円（同

４５．５％）となっている。 

・ 目的別にみると、公共土木施設災害復旧事業費が２億３，５５３万円（災害復旧事業費に

占める割合４５．６％）、農林水産施設災害復旧事業費が２億５，７４５万円（同

４９．８％）、その他の公共施設災害復旧事業費が２，３８６万円（同４．６％）となって

いる。 

 

(3) その他の経費 

① 物件費 

・ 物件費の決算額は１０７億１，５３３万円で、前年度比５．８％減となった。 

・ 物件費の歳出総額に占める割合は１０．８％で、前年度と比べると１．０ポイント低下して

いる。 

・ 物件費が前年度決算を下回ったのは、市町村合併準備に係る賃金、委託料等の減などによる

ものである。 

・ 物件費の内訳をみると、委託料が最も大きな割合（物件費総額の４９．０％）を占めており、以

下、消耗品費、光熱水費などの需用費（同１９．７％）、賃金（同９．８％）、通信運搬費な

どの役務費（同８．８％）、備品購入費（同３．１％）などとなっている。 

・ 物件費の内訳を１０年前（平成８年度）の決算額と比較すると、委託料（１．７１倍）、賃

金（１．４２倍）、その他の物件費（１．６０倍）が物件費全体の伸び率（１．３９倍）を上

回る一方、役務費（１．２１倍）、旅費（１．０６倍）、交際費（０．５６倍）、需用費（１．０５倍）、備

品購入費（０．８２倍）などはそれよりも低い伸び率となっており、内部事務の経費節減が進

捗している状況が伺える。 

② 維持補修費 

・ 維持補修費の決算額は７億３，４７１万円となっており、前年度比２．８％減となっている。 

・ 維持補修費の歳出総額に占める割合は０．７％で、前年度よりも０．１ポイント低下してい

る。 

・ 維持補修費の内訳を目的別にみると、道路、公園、公営住宅などの土木費が最も大きな割合

（維持補修費総額の６７．５％）を占めており、以下、学校などの教育費（同１３．６％）、廃

棄物処理施設などの衛生費（同１０．０％）、庁舎などの総務費（同４．８％）の順となって

いる。 

③ 補助費等 

・ 補助費等の決算額は５４億３，１５９万円で、前年度比１２．３％減となっている。これは、市

町村合併時点での収支不足を補うための一時借入金返済金や旧小佐々町が加入していた塵

芥・し尿処理や介護保険等の一部事務組合に対する負担金の減などによるものである。 

・ 補助費等の歳出総額に占める割合は５．５％で、前年度と比べると０．９ポイント低下して

いる。 
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・ 補助費等の内訳を目的別にみると、土木費が１６億２７８万円で最も大きな割合（補助費等

総額の２９．５％）を占めており、以下、衛生費の９億８，６６１万円（同１８．２％）、教

育費の８億５２５万円（同１４．８％）、民生費の７億７１３万円（同１３．０％）、農林水

産業費の４億３，７４２万円（同８．１％）の順となっている。 

・ 補助費等のうち、公営企業会計に対する負担金及び補助金の決算額は２３億４，５１８万円

で、前年度と比べると２．０％減となっている。 

事業別にみると、下水道事業に対するものが１５億７，４８９万円で最も大きな割合（地方

公営企業会計に対する補助費等総額の６７．２％）を占め、次いで、総合病院事業の５億

２，８６９万円（同２２．５％）となっており、この両者で８９．７％を占めている。以下、水

道事業の２億１，９９７万円（同９．４％）、交通事業の２，１６４万円（同０．９％）の順

となっている。 

④ 繰出金 

・ 繰出金の決算額は８３億７，４３２万円で、前年度比４．８％増となっている。事業完了に

伴う残債を償還するために土地区画整理事業に係る繰出金が前年度比１８００．６％と大幅増

になったことによるものである。 

・ 繰出金の歳出総額に占める割合は８．５％で、前年度と比べると０．２ポイント上昇してい

る。 

・ 繰出金の内訳を繰出先別にみると、介護保険事業会計に対するものが２４億８，３７７万円

で最も大きな割合（繰出金総額の２９．７％）を占めており、以下、国民健康保険事業会計に

対するものが２２億１，３５５万円（同２６．４％）、老人保健医療事業会計に対するものが

２１億６，２３０万円（同２５．８％）、準公営企業会計に対するものが１４億２，９４８万

円（同１７．１％）の順となっている。 

・ 準公営企業会計に対する繰出金の内訳を事業別にみると、宅地造成事業（港湾、市場、土地

区画整理事業の一部）に対するものが６億１，９９３万円で最も大きな割合（準公営企業会計

に対する繰出金総額の４３．４％）を占め、以下、市場事業の５億６，３４２万円（同

３９．４％）、と畜場事業の１億２，６８６万円（同８．９％）、港湾整備事業の６，４５２万

円（同４．５％）、下水道（漁業集落排水）事業の４，２３７万円（同３．０％）の順となっ

ている。 

・ 準公営企業会計に対する繰出金を目的別にみると、公債費財源繰出が１１億１，２３５万円

（準公営企業会計に対する繰出金総額の７７．８％）、事務費繰出が１億８，８３３万円（同

１３．２％）、建設費繰出が１億１，４２６万円（同８．０％）、赤字補てん財源繰出が１，４５４万

円（同１．０％）となっている。 

⑤ 積立金 

・ 積立金の決算額は６１億６，３５９万円で、前年度比５６．６％増となった。この要因とし

ては、市町村合併振興基金への積立を２８億４０８万円行ったことによるものである。 

・ 積立金の歳出総額に占める割合は６．２％で、前年度と比べると２．１ポイント上昇してい

る。 

・ 積立金の内訳を基金の種類別にみると、財政調整基金に対するものは１８億６，０８６万円

で、前年度比９億６，３０５万円減（３４．１％減）、減債基金に対するものは１４億１，４３８万

円で、前年度比８億６，０４０万円増（１５５．３％増）、その他特定目的基金に対するもの

は２８億８，８３５万円で、前年度比２３億２，９１７万円増（４１６．５％増）となってい
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る。 

・ 積立金のうち、その他特定目的基金に対する積立金の内訳をみると、平成１７年度に新設し

た合併市町村振興基金が２８億４０８万円で最も大きな割合（その他特定目的基金に対する積

立金総額の９０．１％）を占め、以下、奨学基金の２，６５３万円（同０．９％）、災害補て

ん基金の１，０７９万円（同０．４％）の順となっている。 

⑥ 投資及び出資金 

・ 投資及び出資金の決算額は８億８，５８０万円で、前年度比３０．２％減となっている。 

・ 投資及び出資金の歳出総額に占める割合は０．９％で、前年度と比べると０．４ポイント減

少している。 

・ 投資及び出資金の内訳を目的別にみると、衛生費に係るものが６億１，９８８万円で最も大

きな割合（投資及び出資金総額の７０．０％）を占めており、以下、土木費に係るもの２億

６，５９２万円（同３０．０％）の順となっている。 

・ 投資及び出資金のうち、病院事業に対するものが３億９，３４８万円で最も大きな割合（投

資及び出資金総額の４４．４％）を占めており、以下、下水道事業に対するものが２億

６，５９０万円（同３０．０％）、水道事業に対するものが２億２，６４０万円（同２５．６％）

となっている。 

・ 平成１８年度末における投資及び出資金の現在高は２１４億５，０２８万円で、前年度末と

比べると８億８，５２４万円増（４．３％増）となっている。 

⑦ 貸付金 

・ 貸付金の決算額は３４億２，６２６万円で、前年度比２．０％増となっている。 

・ 貸付金の歳出総額に占める割合は３．５％で、前年度と同率である。 

・ 貸付金の内訳を目的別にみると、商工費に係るものが３１億２７万円で最も大きな割合（貸

付金総額の９０．５％）を占めており、以下、農林水産業費に係るもの２億２，１８５万円（同

６．５％）、総務費に係るもの５，１６３万円（同１．５％）、教育費に係るもの４，７８５万

円（同１．４％）の順となっている。 

・ 貸付金の貸付期間別内訳をみると、年度内回収分が３３億９，８０５万円で貸付金総額の

９９．２％を占めている。 

・ 貸付金のうち中小企業資金融資などの預託金が３３億４，６５５万円で貸付金総額の

９７．７％となっている。 

・ 平成１８年度末における貸付金の現在高は８億２６０万円で、前年度比３，６８９万円減

（４．４％減）となっている。 
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